

























































































































































































信(Correspondenzblatt der Generalkommission der Gewerkschaften Deutschlands ）」
という見出しを付した第１号印刷物（小冊子）をドイツ全土の労働組合に
送付した。ここから，この指導部は一般に「総務会」と呼ばれるようにな
った。
　レギーンは，総務会の議長に着任以降，日曜日の夕刊として「総務会通
信」を発行したｏそこには，主としてストライキの通告と総務会の通知と
呼びかけが掲載された。レギーンは，この「通信」を，各労働組合の連帯
を育成するのに役立てようとしたのであった。しかし，このようなレギー
ンの努力にもかかわらず，その後６年間にわたって，総務会を排除しよう
という労働組合側からの動きや，多くの地方組合からは会費の納入拒否と
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いう形での反発が見られた。中央機関である総務会と地方の労働組合との
間の指導権をめぐる争いは，ローカリスト対セントラリストの主導権争い
として知られているが，その実，労働組合と政党との関係にかかわる問題
を背後に持っていたのである6）。
　当時，結社禁止法によって政治団体が相互に結びつくことは禁じられて
いた状況下で，ローカリストは労働組合を同時に政治的闘争のための手段
に利用しようとしたのに対し，セントラリストの方は，全国の職業組織を
統一的な中央組織に結集させることが何よりも重要であり，そのためにす
べての労働者を，それぞれの政治的立場を超えて，全国の統一的労働組合
へ統合するために，政治的中立の必要が強調されたのであったｏ
　総務会は，その初代議長にレギーンが選ばれたことから見ても明らかな
ように，はじめからセントラリストの方向を目指していた。レギーンの組
織計画は，個々の職業組合の中央団体を全労働組合組織の基礎とし，近い
職業の中央団体は，いわゆるユニオンとして共通の指導のもとで結びっく
というものであった。ユニオンは，加盟する職業団体の共通の課題を統一
的に解決し，とくに賃金闘争の際には相互に支援を行う。これに対し総務
会は，全労働組合の指導部を形成する。それはすべてのユニオンを相互に
結びつけ，そして必要に応じて，全体の資金のなかからストライキの支援
のために拠出がなさるべきである，というものであった。このレギーンの
組織計画は，ベルリン会議において総務会の法案として提出されたｏそし
て，1891年９月にハルバーシュタットで開催された第２回会議の折りに，
第４議題として「組織間題」が提起され，承認された7）。
　しかしながら，その翌年の労働組合会議では，この計画は多数の賛成を
得ることはできなかった。なぜならば，類似の職業組織をまとめて大きな
産業団体を組織するには，時間がかかりすぎると考えられたからである。
そこで，まずカルテル協定によって類似職業の中央団体への結集が推奨さ
れた。会議はともかくこの方向で決議したが，しかし大多数は中央集権的
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な組織形態に賛成したのであったｏかくて組織形態の問題は，ローカリス
トの12名の代表が，抗議の意思表示をして会場を退出することによって
一応，収束した。しかし，ユニオニズムかローカリズムかという問題の決
着は，結局，将来の問題として積み残され，ともかく当面の対応は，レギ
ーンと総務会に委ねられることになった。その結果，総務委員会は，大会
によってすべての組合組織の中央機関としての地位は承認されたが，しか
しゼネスト基金の設置は認められなかったのである。
　カルテル協定によって結びつくというハルバーシュタット会議の提案
も，木工労働者を含めて職業団体によって拒否された。しかし彼らも，そ
の次の年には木材労働者団体として統一し，産業団体の設立運動の先頭に
立っていた。そしてその後も，類似の職業組織の直接的結合はますます進
行し，第１次大戦後には組織形態をめぐる争いは，産業別組合の方向で決
着した。
　Ｂ．社会民主党との関係
　以上のような組合運動自体にかかわる組織上の問題のほかに，政党から
の抵抗も見られた。それは，労働運動内部における総務委員会の影響力拡
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大に対するドイツ社会民主党(ＳＰＤ)の側からの抵抗であった。 1893年の
キールでの社会民主党大会で，レギーンは，総務会の立場を代表して発言
を行った1)。
　まずレギーンは，労働組合に対する党新聞と党幹部からの非難について
苦言を呈した。これに対し，党側からは次のような反論が返ってきた。そ
れは，レギーンが総務会と労働組合運動とを同一視することによって，議
長であるレギーンの性格がそのまま運動に反映している，というものであ
った。レギーンの側からは，党指導者はおおむね労働組合運動を高く評価
しているが，しかし実際のところは，組合運動の未来についてまったくと
言っていいほど考えていないという反駁がなされたｏ
　1905年のヶルン労働組合大会におけるメーデーと大衆ストライキにつ
いての決議2)は，社民党の中に再び激しい非難を呼び起こした。 1906年
のマンハイム党大会で，レギーンは大衆ストライキの問題について報告を
行った3)。そのなかで，彼は労働組合の権利を擁護すると同時に，労働組
合の政治的中立性を主張したのであった。これについては，レギーンは個
人的には社会民主党的信念を持っていたが，しかし彼は，その実際的な活
動基準を｢(レギーンが)帝国議会の議員であるにもかかわらず，政治的分
野でなくて，労働組合運動の中に求めたことは，総務委員会の議長という
彼の職務そのものから生まれた｣というライパルトのコメントがある4)。
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　（5）むすび
　以上述べてきたように，カール・レギーンはドイツ第二帝政期における
労働組合運動をリードし，旧型の職業別組合から近代的な産業別労働組合
へ道を開いた人物であった。しかし，彼は，一体何故に，あれほどまでの
エネルギーを注いで，ドイツの労働運動の全国的組織化を果たそうとした
のだろうか。最後に，私はこの問題について考えをまとめておきたいと思
う。
　そこで，あらかじめ戦前におけるレギーンの思想と後年のナフタリの経
済民主主義思想との連結点をおさえておくならば，一つには，これまで述
べてきたように，全国的規模の労働組合の組織化と，あわせて自由労働組
合総務会というナショナル・センターの育成であり，この努力は，大戦末
期に成立した労使の中央労働共同体を介して，ワイマル期の経済民主主義
として結実する。しかしこれとは別に，もう一つは，レギーンが当時の労
働組合運動の組織化に込めた意図についてである。この後者の点から，レ
ギーンとワイマル経済民主主義思想との接点をみておく必要があろうと思
われる。
　さて，レギーンは，最初に総務会議長に選出された1892年のハルバー
シュタット会議の開会の辞の冒頭で，次のように述べた。労働組合は「社
会問題の解決のためにあるのではなく，それは本質的に労働者階級の解放
努力を支えるものである。開拓者と同様に，労働組合は，より高い精神的
把握を可能にするために地ならしするものでなければならない。」1）また，
この会議の後に書かれた『社会政策的セントラルブラット』（『プチアル・
プラクシス』）の中の論文では，この観点をさらに一歩進めて，労働組合の
教育的性格について次のように強調した。「労働組合の組織は，言ってみ
れば，労働者の学校である。そして組織の強化は，教育的効果を高めるも
のでなければならない。」２）続いて，レギーンは労働組合の目的として。
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「よりよい生存条件をめぐる闘争」，「労働者の教育水準の向上」，「資本主
義的生産経済の変革」という３つの目的をあげたが，そのうちで彼は，労
働者階級の上昇のための第一の前提として，「労働者の教育水準の向上」
に主要な価値をおいた。すなわち，社会の中での労働者の地位は高められ
るべきであり，労働組合による労働者の精神的教育を通して，社会の中で
正当な地位を闘いとらねばならない。しかしその場合，労働組合は単に労
働者の利益のみを考えるのではなく，一般的な国民利益について，つまり
ドイツ国民の未来について考えられねばならない，と3）。
　さらにレギーンは，労働組合に対する雇主側の攻撃に反対し，団結権の
必要を訴えたパンフレット（1899年）の中では，次のように書いている。
「労働者の団結がなければ，労働者階級は現代の商品生産において考えら
れるもっとも低い生活水準と精神的水準にひき下げられ，そして文化にと
って危険な状態がつくられる。」労働組合は，労働者に文化の最高の段階へ
達する道をならさなければならない。レギーンは，労働組合における「連
帯思想」について，「生存闘争のなかで隣人のことを考えずに，自分の利
益のみの追求を排除する要素」として特徴づけた。それ故，「労働組合は，
単に精神的形成のみならず，倫理的形成をも労働者階級のなかで養い，よ
り高い段階へ高めるものでなければならない」のである。
　さらに，その翌年（1900年）の『社会主義的モナーツヘフテン』(Nr. 3,
Seite110）では，レギーンは次のように書いた4）。
　「国家生活では,完全な絶対主義から民主主義への飛躍は可能でなくて，
立憲的国家という移行段階が現れる。同様に，生産においては，必要な前
提条件が与えられることなしに，急激な変更が行なわれることは少ない。
これを作り出すのが労働組合の努力である。1890年のビスマルク失脚，
社会主義者鎮圧法の廃止，「新航路」社会政策という時代の風に後押しさ
れながら，レギーンによって指導された自由労働組合は，集団的労働契約
や労働者委員会の導入によって，工場経営における家父長主義（ヘル・イ
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ム・ハウゼ)5)と対峙することができたのである。この成果は，戦争末期か
ら戦争終結後にかけて現れた労使の労働共同体，経営協議会，帝国経済協
議会へと繋がっていくことになる。このように考えてみると，すでに1900
年の時点のけるレギーンの労働組合観のなかに，経済民主主義の始まり見
出すことができるのである6)。
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